
苫小牧市立緑小学校保護者と先生の会規約 

第１章 名称及び事務局 

第１条 この会は、苫小牧市立緑小学校保護者と先生の会と称し、事務局を緑小学校に置く。 

第２章 目的 

第２条 この会は学校と家庭との緊密な連絡をはかり、児童の幸福な成長をはかることを目的とする。 

第３章 会員 

第３条 この会の会員は緑小学校の保護者と同校教職員を持って組織する。 

第４章 役員及び委員 

第４条 この会には下記の役員及び委員を置く。 

１．役員 会 長 １名 

     副会長 ３名（保護者２名、先生１名） 

     監 事 ３名（保護者２名、先生１名） 

     事務局 事務局長１名、事務局次長１名、事務局員若干名 

     会 計 １名 

２．委員 各学級委員５～１０名及び先生若干名 

第５条 役員及び委員の選出は次の方法による。 

１．役員のうち会長、副会長、監事は役員選考委員会で協議決定した候補を総会に報告してその承認を受け

る。 

２．役員選考委員は役員会で決定しこれを委嘱する。 

３．事務局長、事務局次長及び会計は会長がこれを委嘱する。 

４．委員は各学級より５～１０名選出し、会長がこれを委嘱する。 

５．各委員会の委員長（１名）及び副委員長（若干名）は、それぞれの委員の互選によって選出し会長がこれを

委嘱する。 

第６条 役員及び委員の任期は一年とし、再任を妨げない。 

    補欠者の任期は前任者の残留期間とする。但し、役員の補充については第５条の定めにより、その都度

協議する。 

第７条 学校長は、どの会議にも参加して意見を述べることができる。 



第５章 役員及び委員の任務 

第８条 役員及び委員の任務は下記の通りとする。 

１．会長はこの会を代表して会務を統括する。 

２．副会長は会長を補佐し、会長に事故があるときはこれを代行する。 

３．監事はこの会の会計を監査する。 

４．事務局長は各部の連絡会議の企画等の会務を処理し会の円滑な運営を図る。 

５．事務局次長は事務局長を補佐し各会議等での記録、報告の運営事務を行う。 

６．会計は会費徴収事務、出納事務を行う。 

７．委員長並びに副委員長は各委員会の運営にあたる。 

８．各委員会は委員長が招集し次の担当業務を行う。 

（１）学級委員会 

 ①学級・学年活動に関する事業の企画運営 

 ②学級・学年の教育に関する事業の企画運営 

（２）文化厚生員会 

 ①会員の成人教育に関する事業の企画運営 

 ②会員及び児童の福利厚生に関する事業の企画運営 

 ③児童の保健衛生ならびに学校環境整備に関する事業の企画運営 

（３）地区委員会 

 児童の郊外生活等健全育成に関する事業の企画運営 

（４）広報委員会 

 ＰＴＡの広報活動ならびに広報紙の発行に関する企画運営 

（５）愛ランド委員会 

 「みんなの愛ランド」に関する事業の企画運営 

第６章 会議・構成 

第９条 本会における会議及びその構成は次の通りとする。 

１．総会 全会員 

２．役員会 役員（会長 副会長 監事 事務局） 

３．委員総会 役員、全委員 

４．運営委員会 役員、各委員会正副委員長 

５．委員会 各学級から選出された委員で構成し、委員長１名、副委員長（若干名）は互選する。 

第１０条 総会は、会の最高決議機関で、定期総会及び臨時総会とし、会長が招集する。 

     総会は、出席者をもって成立し、議決は過半数をもって決定する。 

第１１条 定期総会は、毎年４月に開催し決算、予算、規約改正、役員改選その他の重要事項を協議する。 

第１２条 次の理由によるときには、会長は臨時総会を招集することができる。 



１．会員の３分の１以上の要求があったとき。 

２．会長が必要と認めたとき。 

第１３条 委員総会は、予算及び事業に関する中間決議機関であって年２回とし、出席者をもって成立する。議

決は過半数をもって決定する。 

第７章 

第１４条 この会の経費は会費並びに寄付金その他をもって充てる。 

第１５条 この会の会計年度は４月１日から翌年３月３１日迄とする。 

第１６条 この会の会計規則は別に定める。 

付 則 

第１７条 この規約の改正は総会の議決による。 

第１８条 この規約で定めのない事項は規則による。 

第１９条 本会の予算は役員会が委嘱した予算編成委員会で計上する。 

第２０条 この会の規約は昭和５４年４月１日より実施する。 

     平成 ２年４月２９日 一部改正 

     平成 ６年５月 ７日 一部改正 

     平成１４年４月１８日 一部改正 

     平成１８年４月１８日 一部改正 

     平成２４年４月１８日 一部改正 

     平成２７年４月１６日 一部改正 

. 


